
○ 心神喪失者等医療観察法指定医療機関の整備等について

｢医療観察法(以下、｢法｣という。)｣は、平成１５年７月に公布され、心神喪失等

の状態で、重大な他害行為を行った法対象者に対して、適切な医療を提供し、社会

復帰の促進を図っているところである。

しかし、法に基づく指定入院医療機関の整備が進まない状況や地域社会における

処遇が円滑に進んでいない現状があることから、都道府県におかれては、指定入院

医療機関の整備をはじめとする法の運用への協力をこれまで以上にお願いする。

（１）指定入院医療機関の緊急的確保について

医療観察法に基づく指定入院医療機関の確保については、全国で720床程度を目

標として整備を進めており、国関係では、国立精神・神経センター及び国立病院

機構が設置する精神科専門医療機関において13箇所(382床)の整備を、都道府県関

係については３つの自治体の協力を得て、55床の整備をそれぞれ図っているとこ

ろであるが、都道府県関係での病床整備の遅れを背景として必要病床数の整備が

進んでいないのが現状である。

法が目的とする円滑な社会復帰の実現を図るためには、法に基づく医療と都道

府県・市区町村(精神保健福祉センター、保健所、福祉事務所等) による精神保健

福祉法、障害者自立支援法、生活保護法等の援助がそれぞれ有機的に連携しなが

ら、法対象者や家族の意向に沿ったきめ細やかな対応が、居住する地域において

一体的に行われる必要がある。

このため、都道府県において指定入院医療機関の整備をしていくことは不可欠

であるため、厚生労働省としては、平成２１年度予算案において、①指定入院医

療機関整備費の充実、②指定入院医療機関の整備に伴う地域共生の促進(周辺環境

整備)を図るなど、重点的取り組みを実施しているところであり、都道府県立精神

科病院の必要な機能を考慮の上、病棟の一部を活用した病床や専門病棟の緊急的

確保をお願いする。



（２）地域社会における処遇の円滑な実施等について

法に基づく地域社会における処遇については、「地域社会における処遇のガイ

ドライン(平成17年7月14日障精発0714003号)(以下、｢ガイドライン｣という。)」

に基づき行われているところであるが、法対象者に対する地域社会における処遇

をより円滑に進めるためには、精神保健福祉に携わる地域関係者の協力の下に、

ガイドラインに基づく地域処遇関係機関の基盤構築を図ることが重要であると考

えている。

厚生労働省としては、医療観察法の地域処遇体制の強化が図られるよう、障害

者自立支援対策臨時特例交付金による事業(医療観察法地域処遇体制強化事業)や

障害福祉サービス報酬改定による対応を実施することとしており、法の目的であ

る継続的な医療の提供と社会復帰の促進に努めているところである。都道府県に

おかれては、ガイドラインに基づく地域連携体制の基盤構築の充実を図るととも

に、法対象者が居住する地域において適切な通院処遇が図られるよう、指定通院

医療機関を引き受ける医療機関の確保について、引き続きご協力を賜りたい。

なお、法に基づく医療を提供した結果、当該対象者に対する法に基づく医療は

終了し、精神保健福祉法に基づく医療に移行する事例がある。今後、こうした対

象者については、個別に帰住地の都道府県と相談の上、都道府県立病院での医療

の提供をお願いしたいと考えているので、都道府県立病院での受入れや、当該対

応が困難な場合における受入れ先の確保を図っていただくようお願いする。
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図：病棟の一部を活用した病床整備のイメージと主な財政支援措置

都道府県における指定入院医療機関の緊急整備のお願い

［改修工事前］ ［改修工事後］

設備整備費
（補助率10/10）

運営費
（補助率10/10）

施設整備費
（補助率10/10）

地域共生事業費

（補助率10/10）

※地域共生事業費については、平成21年度
より実施
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